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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
・市場価格のない株式等　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項
により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法によっております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については定額法によっております。

② 無形固定資産
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

⑶ 繰延資産の処理方法
株式交付費 支出時に全額費用処理しております。

⑷ 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ポイント引当金 販売促進のためのポイント制度において、顧客へ付与したポイントの利
用に備えるため、将来利用見込額に基づ き計上しております。

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　不動産プラットフォーム事業においては、マッチングサービス及び不動産DXサービスを提供しており
ます。マッチングサービスは、主にユーザーにより登録された不動産に関連する各種情報を顧客に送信し
た時点で履行義務が充足される取引であり、不動産DXサービスは、不動産取引に関連する各種サービス
を顧客に提供または顧客が利用可能となった時点で履行義務が充足される取引であり、いずれも収益を認
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識する通常の時点は、顧客に情報やサービスを提供した時点であります。
　なお、財又はサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを顧客に提供する前に支配して
いると判定されれば本人取引、判定されなければ代理人取引として収益を認識しております。顧客への財
又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕
入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　これにより、従来は顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しておりました、顧客への財又はサービスの
提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から取引先等に支払う額を
控除した純額で収益を認識する方法に変更し、従来は営業費用に計上しておりました広告原価を、営業収益か
ら控除しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っておりますが、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。
　この結果、当事業年度の営業収益及び営業費用は623,083千円減少しておりますが、営業利益、経常利益及
び税引前当期純利益に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これにより計算書類に与
える影響はありません。
　また、金融商品に関する注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う
こととしております。

３. 会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

４. 追加情報に関する注記
（新型コロナウイルスの感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済社会や事業活動に広範な影響を与えている事象であり、収束時期
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有形固定資産の減価償却累計額 9,871千円

普通株式 1,343,488株

普通株式 2,124株

普通株式 22株

普通株式 2,124株

を予測することは困難であります。しかし一方で、当社の現時点の事業活動及び業績に与える影響は軽微であ
るため、会計上の見積りに重要な影響は与えないものと判断しております。

５. 貸借対照表に関する注記

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな
る株式の種類及び数

⑶　自己株式の種類及び株式数

⑷　当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
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繰延税金資産
未払賞与 15,181千円
前払報酬否認 7,042千円
未払事業税 6,573千円
貸倒引当金 3,089千円
差入保証金 2,680千円
その他 2,726千円
繰延税金資産小計 37,293千円
評価性引当額 △2,680千円

繰延税金資産合計 34,613千円
繰延税金負債

保険積立金 △2,449千円
繰延税金負債合計 △2,449千円
繰延税金資産の純額 32,163千円

貸借対照表計上額 時　価 差　額

長期借入金
（１年内返済予定分を含む） 296,946 296,946 0

負債計 296,946 296,946 0

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して
おります。売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、
投資有価証券は投資事業有限責任組合への出資であります。営業債務である未払金、未払費用及び未払法人
税等は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金の使途は主に運転資金であります。なお、デリバ
ティブ取引は行っておりません。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2022年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。
（単位：千円）

（※１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
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区分 貸借対照表計上額 (千円)

投資事業有限責任組合出資金 19,579

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 296,946 － 296,946
負債計 － 296,946 － 296,946

近似するものであることから、記載を省略しております。
（※２）「売掛金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
（※３）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の通

りであります。

（※４）投資事業有限責任組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針31号 2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

②　時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金
　長期借入金の時価は元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算
定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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項目 当事業年度（千円）
マッチングに関する収益 2,715,416
不動産DXに関する収益 314,104
顧客との契約から生じる収益 3,029,520
その他の収益 －
外部顧客への売上高 3,029,520

当事業年度（千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 514,557
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 488,497
契約負債（期首残高） 7,221
契約負債（期末残高） 15,577

⑴ １株当たり純資産額 843円81銭
⑵ １株当たり当期純利益 175円35銭

９. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する
注記⑸　重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は以下のとおりであります。貸借対照表上、顧客との
契約から生じた債権は「売掛金」に計上しており、契約負債は「前受金」に計上しております。

※当事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは7,221千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当事業年度末において、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の金額及びその
うち将来認識されると見込まれる金額が、１年を超える重要な取引はありません。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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